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予定申告については、原則として前事業年度等の法人税額の 分の 及び地方法人税額の 分の を申告して、同時にその税額を2 1 2 1
納付することになっていますから、期限内に申告と納税をしてください。納付が遅れますと、本税のほかに納付の日までの延滞税を
納付していただくことになります。
なお、事業概況が前事業年度等と著しく異なっているなどの場合には、この申告によらないで中間事業年度の実際所得金額を基礎

として申告納税することもできます。この場合には確定申告書の様式によって作成した申告書を 部（調査課所管法人である場合に1
は 部）提出していただきますが、ＯＣＲ入力用の別表一の三については、上記の部数とは別に必ず提出してください。2
◎ お願い
この用紙を使用されるときは、最上部の通知書をミシン線に沿って切り離して使用してください。
なお、この中間（予定）申告書の提出並びに法人税額及び地方法人税額の納付は、e-Tax（国税電子申告・納税システム）による

ことができます。また、納付については、同封されている納付書を使用することもできます。
詳しくはe-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）をご覧ください。

※この文書は、行政指導として送付しているものであり、その責任者は表記の税務署長です｡
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別表十八の三の記載の仕方 

１ この申告書は、外国法人である普通法人が法

人税及び地方法人税について中間申告をする場

合に記載します。 

２ 「法人税額の計算」の各欄は、次により記載

します。 

 ⑴ 「修正・更正・決定の年月日」は、当期の

開始の日以後６月を経過した日の前日までに

最後に法人税について修正申告書を提出した

日又は更正若しくは決定の通知のあった日を

記載します。 

⑵ 前期に措置法第62条第１項((使途秘匿金の

支出がある場合の課税の特例))に規定する使

途秘匿金の支出がある場合には、「同上のう

ち土地譲渡税額及びリース特別控除税額取戻

税額」には、前期の別表一の三「６」の外書

の金額及び当該申告書の「17」の外書の金額

の合計額を加えた金額（平成28年４月１日以

後最初に開始する事業年度（以下「最初事業

年度」といいます。）の期間に６月経過日（最

初事業年度開始の日以後６月を経過した日を

いいます。以下同じ。）がある場合の当該６

月経過日の属する事業年度にあっては、前期

の別表一(一)「10」の外書の金額を加えた金

額）を記載します。 

 ⑶ 「月数換算」の分母の空欄には、前期の月

数（歴に従って計算し、１月未満の端数は切

り上げます。）を記載します。 

３ 「地方法人税額の計算」の各欄は、次により

記載します。 

 ⑴ 「修正・更正・決定の年月日」は、当期の

開始の日以後６月を経過した日の前日までに

最後に地方法人税について修正申告書を提出

した日又は更正若しくは決定（国税通則法第

25条の規定による決定をいいます。）の通知

のあった日を記載します。 

 ⑵ 前期に措置法第62条第１項に規定する使途

秘匿金の支出がある場合には、「同上のうち

土地譲渡税額及びリース特別控除税額取戻税

額」は、前期の別表一(一)の「10」の外書の

金額に4.4％を乗じた金額又は別表一の三の

「６」の外書の金額に4.4％を乗じた金額及び

当該申告書の「17」の外書の金額に4.4％を乗

じた金額の合計額を加えた金額を記載します。 

 ⑶ 「月数換算」の分母の空欄には、前期の月

数（歴に従って計算し、１月未満の端数は切

り上げます。）を記載します。 


